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ぶぎん税務相談室あなたの暮らしのパートナー

　今月のご質問は、単身赴任中の給与所得者か
ら、転任により特別にかかった費用に関するも

のですね。
　給与所得者は、一定の方を除き年末調整でその年の税
金の精算をし、確定申告は不要です。しかし、給与所得
者が次の「１　特定支出」に該当する一定額以上の費用
を支出した場合には必要書類を添えて確定申告をするこ
とにより税金が軽減される場合があります。
　この「特定支出」には、転任に伴うものとそうでない
ものがあります。

１　特定支出

　特定支出とは、給与所得者が支出する次の（１）～（７）
に掲げる支出のうち一定のものです。ただし、非課税と
される給与等の支払者（以下「使用者」という。）から
の補填金等を除きます。

（１）通勤費
　　一般の通勤者として通常必要な交通機関の利用又　 
　は自動車等の交通用具（以下「交通用具」といいます。） 
　の使用のための支出
　イ　交通機関を利用する場合
　　　その年中の運賃・料金の合計額（1 月当たりの定 
　　期乗車券等の合計額が限度）
　ロ　交通用具を使用する場合
　　　使用者により証明された経路及び方法により交通　 
　　用具を使用するために支出する燃料費や有料道路の　　　  
        料金等

　ハ　交通機関と交通用具の両方を使用する場合
　　　上記イにより計算した額とロにより計算した額 
　　の合計額

（２）職務上の旅費
　勤務する場所を離れて職務を遂行するために直接必要
な旅費であることにつき使用者によって証明がされたも
ののうち、最も経済的かつ合理的と認められる通常の経
路及び方法により要する次の支出
　イ　運賃及び料金（グリーン車・ファーストクラス 
　　等の特別車両料金等は含まれません。以下同じ 
　　です。）
　ロ　交通用具を使用する場合の燃料費と有料道路の 
　　料金
　ハ　ロの交通用具の修理のための支出（その旅行に 
　　係る部分に限ります。また、その方の故意又は 
　　重大な過失により生じた事故に係るものを除きま 
　　す。）

（３）転居費用
　転任に伴うものであることについて使用者により証明
がされた転居のための支出のうち、転任の事実が生じた
日以後 1 年以内にする転居のための自己又はその配偶者
その他の親族に係る次のような支出
　イ　転居のための旅行に通常必要であると認められる　 
　　運賃及び料金
　ロ　転居のために自動車を使用することにより支出す　 
　　る燃料費と有料道路の料金
　ハ　転居に伴う通常必要な宿泊費の額
　ニ　転居のための生活の用に供する家具その他の資産　
 　　の運送に要した費用

（４）研修費
　職務の遂行に直接必要な技術又は知識を習得すること
を目的として受講する研修であることについて使用者に
よって証明された支出（人の資格を取得するためのもの
を除きます。）

（５）資格取得費
　人の資格を取得するための支出で、その支出がその方
の職務の遂行に直接必要なものであることについて使用
者によって証明がされたもの

（６）帰宅旅費
　転任に伴い次のイの掲げる場合に該当することとなっ
たことについて、使用者によって証明がされた場合にお
ける、その方の勤務する場所又は居所とその配偶者その
他の親族が居住する場所との間のその方の旅行で、運賃、
時間等が最も経済的かつ合理的と認められる通常の経路
及び方法によるものに要する次のロの支出
　イ　転任に伴い次に掲げることとなった場合
     　 （イ）　生計を一にする配偶者との別居を常況と　 
　　　　　 すること
　　　（ロ）　 配偶者と死別・離婚後婚姻していない方　 　 
　　　　　等が ①生計を一にする所得金額の合計額が 
　　　　　48 万円以下の子、②生計を一にする特別障 
　　　　　害者である子との別居を常況とすること
　ロ　その旅行に要する次に掲げる支出
  　      （イ）　運賃及び料金
   　　 （ロ）    交通用具の使用に係る燃料費及び有料道路 
　　　　　　 の料金

（７）勤務必要経費
　次に掲げる支出（65 万円が限度です。）で、その支出
がその方の職務の遂行に直接必要なものであることにつ

　私は去年の4月から福岡へ単身赴任していま
すが、同居していた母の介護のためほぼ毎週帰宅し
ており、帰宅旅費だけでかなりの出費になります。
また、転任で今まで経験のない仕事の担当になって
しまい、通信教育で研修も受けています。
　転居費用、帰宅旅費、研修費などは、転任により
特別にかかった費用ですが、税金面で何か救済措置
はないのでしょうか。

いて使用者により証明がされたもの
　イ　図書費
　　　書籍や雑誌等で職務に関連するものを購入するた　 
　　めの支出
　ロ　衣服費
　　　制服、事務服、作業服など使用者により勤務場  
        所において着用することが必要とされるものを購入 
        するための支出
     ハ　交際費等
　　　交際費、接待費その他の費用で使用者の得意先、 
　　仕入先その他職務上関係ある者に対する接待、供応、 
　　贈答等の行為のための支出

２　特定支出がある場合の給与所得の金額

　給与所得の金額は、給与等の収入金額から給与所得控
除額を控除して計算しますが、特定支出の額の合計額が、
給与所得控除額の 2 分の１相当額を超える場合は、超え
る額を給与所得控除後の金額から控除して給与所得金額
を計算します。（図表参照）

３　ご質問の場合

　ご質問は転任による転居費用、単身赴任先からの帰宅
費用、及び研修費用についてですが、使用者から証明さ
れれば、特定支出に該当します。必要書類を添えて確定
申告してください。
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特定支出控除のイメージ

注　一定の契約に基づき継続的に役務の提供を受けるために支出した特定支出のうち、　
　　その年の12月31日において、また、提供を受けていない役務に対応するものの額は、
　　その年中の特定支出の合計額に算入することはできません。
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